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第７ 次熊本県環境基本計画の策定について 

1 経緯 

 熊本県では、 平成２ 年( 1990 年) 10 月に全国に先駆けて「 熊本県環境基本条例」 を

制定し 、 同条例第６ 条によ り 環境基本指針及び環境基本計画を策定。  

その後、 令和３ 年( 2021 年) ６ 月に見直し を行い、 第４ 次熊本県環境基本指針( 令和

３ 年度～令和 12 年度) ( 以下「 現指針」 と いう 。 ) 、 第６ 次熊本県環境基本計画( 令和

３ 年度～令和７ 年度) ( 以下「 現計画」 と いう 。 ) を策定。  

 

 

 

 

 

 

 

２  策定の必要性 

 現計画は令和７ 年度に対象期間が満了する ため、 新たに第７ 次熊本県環境基本計画

( 令和８ 年度～令和 12 年度) ( 以下「 次期計画」 と いう 。 ) の策定が必要。  

【 参考】 基本指針・ 基本計画の対象期間  

 

３  策定にあたっ ての考え方 

・  現指針に基づき 、 本県の今後５ 年間の快適な環境の創造を図る 、 並びに環境

の保全及び利用に資する ための具体的な施策内容と する こ と 。  

・  今後の県政の動向や、 関係法令等と の整合性を踏ま える こ と 。  

( 例) く ま も と 新時代共創基本方針・ く ま も と 新時代共創総合戦略、 気候変動適応

法、 プラ ス チッ ク 資源循環促進法 

・  環境に関する 国際的な取組み、 国の施策、 社会経済状況の変化への対応を 踏

ま える こ と 。  

( 例) Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 、 環境省第６ 次環境基本計画、 半導体企業の進出によ る 影響 

・  環境に関する 新たな課題や本県における 課題を 踏ま えた効果的な目標を設定す

る こ と 。  

( 例) 気候変動、 生物多様性の損失、 海洋プラ ス チッ ク ごみ対策 

  

【 参考】 熊本県環境基本条例( 抜粋)  
第６ 条 県は、 快適な環境の創造を図る ため、 第２ 条第 1 項に掲げる 施策について基本

と なる 指針( 以下「 基本指針」 と いう 。 ) を策定し 、 こ れに基づき 、 当該施策の計画的

実施に努める も のと する 。  

２  県は、 各地域における 環境の自然的社会的特性を明示し 、 その適正な保全及び利用

に資する ための基本的計画( 以下「 基本計画」 と いう 。 ) を策定する も のと する 。  
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４  ス ケジュ ール( ※変更になる 場合も あり ま す)  

令和７ 年  ２ 月      熊本県環境審議会への諮問 

３ 月～４ 月  熊本県環境基本指針・ 計画検討委員会の設置 

     ６ 月～11 月  環境政策推進本部専門部会での検討( 庁内協議)  

６ 月～11 月  熊本県環境基本指針・ 計画検討委員会での検討 

( 庁外協議)  

11 月      計画素案と り ま と め 

12 月     県政パブリ ッ ク ・ コ メ ント 手続き によ る 意見募集 

令和８ 年 １ 月     熊本県環境審議会から の答申 

            環境政策推進本部会議開催 

２ 月     県議会への提案 

３ 月     基本計画の策定 

各３ 回程度

開催予定 



熊本県環境基本指針・ 計画検討委員会設置要項（ 案）  

 

（ 設置）  

第１ 条 熊本県環境基本指針・ 熊本県環境基本計画のあ り 方について検討を 行

う た め、熊本県環境審議会に熊本県環境基本指針・ 計画検討委員会（ 以下「 委

員会」 と いう 。） を 置く 。  

  

（ 組織）  

第２ 条 委員会は、 熊本県環境審議会の委員及び特別委員のう ち から 会長が指

名する 者（ 以下「 委員会委員」 と いう 。） １ ０ 名程度で組織する 。  

２  委員会に委員長、 副委員長を 置き 、 委員会において選任する 。  

３  委員会は、 委員会委員の過半数の出席を も っ て 成立する 。  

４  委員会の決定は、 出席し た 委員会委員の過半数を も っ て 決し 、 可否同数の

と き は、 委員長の決する と こ ろ によ る 。  

 

（ 会議）  

第３ 条 委員長は、 委員会を 招集し よ う と する と き は、 あ ら かじ め期日、 場所

及び議案を 委員会委員に通知する も のと する 。  

２  委員長は議長と し て 、 委員会の議事を 整理する 。  

 

（ 委員会決定の取扱い）  

第４ 条 委員長は、 委員会の決定を 審議会で報告する も のと する 。  

 

（ 雑則）  

第５ 条 こ の要項に定める も ののほか、 委員会の運営に関し 必要な 事項は、 委

員長が定める 。  

 

  附 則 

 こ の要項は、 令和７ 年（ ２ ０ ２ ５ 年）  月  日から 施行する 。  

資料２ －② 



 
 

 

 

 

熊本県環境基本指針・計画検討委員会委員候補者（予定）について 
 

 

【 熊本県環境基本指針・ 計画検討委員会について】  

熊本県環境基本指針・ 計画検討委員会は、 熊本県環境審議会委員及び特別委員の

う ちから 、 会長が指名する 者１ ０ 名程度で組織予定。  

【 候補者選定について】  

委員候補者は、 環境基本計画の各分野、 各項目に精通し た専門有識者、 県民・ 各

界の代表者を 選定予定。  

 

候補者（予定）一覧                                       （敬称略） 

分野 候補者 摘要 

専門有識者 

草地生態学 東海大学農学部 

教授                  岡本 智伸 

委員（会長） 

水文学・地下水 熊本大学 

特任教授・名誉教授        嶋田 純 

委員 

植物 熊本大学 

名誉教授                 髙宮 正之 

 

大気・化学物質 熊本大学大学院先端科学研究部 

准教授                小島 知子 

委員 

環境経済 熊本学園大学経済学部 

准教授                 坂上 紳 

委員 

気象学 

環境動態解析 

熊本大学大学院先端科学研究部 

准教授                一柳 錦平 

 

行政、県民・各界 

消費者団体 熊本県生活協同組合連合会 

理事                  中野 祐子 

委員 

温暖化対策、 

再エネ 

株式会社球磨村森電力 

代表                  中嶋 崇史 

 

環境保全活動団

体（事業者） 

熊本県環境保全協議会副会長 

本田技研工業㈱熊本製作所生産業務部長 植田 圭治 

委員 

農業 Ｊ Ａ熊本県女性組織協議会 

会長                  太田 桂子 

委員 

＊審議会委員以外の候補者については、特別委員に委嘱予定。 

＊九州地方環境事務所にオブザーバー参加を依頼予定。 
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